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①予算の確認
指導教員の予算の実験実習費から支出されるので、事前に指導教員の許可を得ること
②行先の確認

国内出張


海外出張

片道150 km未満の
宿泊を要さない出張

必要書類
○交通費請求明細書
○学会関係書類

· 学会プログラムの写し
（または招待状）
· 参加費の金額が記載された資料
· 参加費の領収証
○学生補償制度（傷害補償）
　【学障補】
· 学校施設外活動届
· 参加者名簿
⇒ p.2へ
片道150 km以上、
又は宿泊を要する出張

必要書類
○出張願
○学会関係書類
· 学会プログラムの写し
（または招待状）
· 参加費の金額が記載された資料
· 参加費の領収証
○宿泊費領収証
○航空券領収証(使用時のみ)
· 搭乗券の半券

· 見積書、領収証
⇒ p.4へ
必要書類

○出張願
○学会関係書類

· 学会プログラムの写し
（または招待状）
· 参加費の金額が記載された資料
· 参加費の領収証
○宿泊費領収証
○航空券領収証
· 搭乗券の半券

· 見積書、領収証
○海外旅行傷害保険

⇒ p.7へ
片道150 km未満の宿泊を要さない出張（国内出張）
※指導教員の実験実習費から支出されるので、事前に指導教員の許可を得ること。
必要書類

· 交通費請求明細書
三月開催の学会出張については、２月末までに提出をすること。
· 学会関係資料
· 学会プログラムの写し（または招待状）
学会名、場所、開催期間が分かる部分と、発表者名に学生の名前が明記されている部分のページのみでよい。なお、ホームページのプリントアウト等でも代用可。
· 参加費の金額が記載された資料
webページのコピーやメールのコピーなど、金額が確認できる書類。
· 参加費の領収証
領収証が事前に発行されない場合は学会終了後に提出。
· 学生補償制度（傷害補償）【学障補】
活動日（出張出発日）の１週間前までに『学校施設外活動届』と『参加者名簿』を提出する。同活動に複数名参加の場合は活動届を１枚、名簿に参加者全員の学籍番号、氏名を記入する。

諸注意

旅費の支給に関しては工研、および教室内の申し合せに従う。特に以下の規定に留意すること。

1 １人当たりの旅費支給額は、年間１０万円まで（国内・海外合算）とする。１０万円を超える分については自己負担となる。
院生については、指導教員の判断のもと10万円以上の支出を認める場合がある。
2 学会参加費（Registration Fee）、登録料については、旅費と合わせて１人年間10万円まで支給できる。但し、必ず指導教員の許可を得ること。
院生については、指導教員の判断のもと10万円以上の支出を認める場合がある。
3 カード払いで旅費・参加費を支払う場合、領収証（レシート）が発行できないときは、「立替経費精算書」に必要事項を記入し提出のこと。その際、精算書の注意書と補助資料の添付の欄も要確認。
4 ATMでの振り込み支払いの場合、明細の余白に学籍番号を記載すること。（参加費、登録料振込みの際も同様）
5 三月開催の学会出張については、２月末までに申請を行うこと。
＊教室内申し合せ＊


片道150 km以上、又は宿泊を要する出張（国内出張）

※指導教員の実験実習費から支出されるので、事前に指導教員の許可を得ること。
必要書類

· 出張願
記入例を参照し、以下のことを注意して両面印刷で使用のこと。
· 予算

指導教員の予算の実験実習費から支出されるので、事前に指導教員の許可を得ること。

· 出張者

職位・職名 →（学年、学籍番号を記入）

　氏名欄 → 出張者本人の氏名を記入する。氏名欄に押印を忘れないこと。
· 訪問先

　出張先の施設が概ね特定できればよい。町名・番地は不明なら省略可。

· 出張内容

　学会出張（学会名）及び研究出張（研究内容）

· 期間

出張期間を明記する。

· 利用交通経路・宿泊地

　使用交通機関が特定できるよう、詳細に記載する。列車名・便名については記入しなくてよい。「出発時刻・到着時刻」（おおよその時刻で可）「月/日」「出発地」「到着地」「利用交通機関」は必ず記入する。記入欄が足りない場合は『別紙参照』と記入し、別紙に詳細を記入してもよい。（必要事項が網羅されていれば書式は自由）

　金額（主に鉄道運賃）については事務所側で旅費支給規定に沿って算出するので、記入する必要はない。しかし、路線バス等の料金は算出が困難なため金額の記載を要する。事前にわからない場合は出張後速やかに金額を申告すればよい。

· 旅費支給内訳

　事務所にて算出・記入するため、空欄のままにしておくこと。

· 備考

　必ず「交通費実費と宿泊費を支給」という旨の文言を記入すること。
· 学会関係資料

· 学会プログラムの写し（または招待状）

学会名、場所、開催期間が分かる部分と、発表者名に学生の名前が明記されている部分のページのみでよい。なお、ホームページのプリントアウト等でも代用可。
· 参加費の金額が記載された資料

webページのコピーやメールのコピーなど、金額が確認できる書類。
· 参加費の領収証

領収証が事前に発行されない場合は学会終了後に提出。
· 宿泊費領収証
事前の提出が不可能な場合は出張後の提出でよい。提出がないと旅費の支給が出来ないので注意すること。また、大学生協等の「業者払い」の請求書でもよいが、その際には教室内申し合せに注意すること。
· 航空券領収証（航空機使用のときのみ）
交通費の領収証は原則不要だが、航空機を使用の際に限り搭乗券の半券と見積書と領収証が必要。事前に提出が不可能な場合は見積書で代用が可能。但し、必ず出張後に領収証を提出する。
諸注意

旅費の支給に関しては工研、および教室内の申し合せに従う。特に以下の規定に留意すること。

1 宿泊費は１泊上限7000円以内の実費とする。
ただし、上限金額以内、実費以下であれば、金額の指定ができる。（備考欄に記入。）
＊パックツアーを利用する場合は交通費と宿泊費を分けた明細書と共に見積書、請求書、領収証のいずれかを提出すること。但し、見積書の場合は後日必ず領収証を提出すること。
2 １人当たりの旅費支給額は、年間１０万円まで（国内・海外合算）とする。１０万円を超える分については自己負担となる。
院生については、指導教員の判断のもと10万円以上の支出を認める場合がある。
3 学会参加費（Registration Fee）、登録料については、旅費と合わせて１人年間10万円まで支給できる。但し、必ず指導教員の許可を得ること。
院生については、指導教員の判断のもと10万円以上の支出を認める場合がある。
4 カード払いで旅費・参加費を支払う場合、領収証（レシート）が発行できないときは、「立替経費精算書」に必要事項を記入し提出のこと。その際、精算書の注意書と補助資料の添付の欄も要確認。
5 ATMでの振り込み支払いの場合、明細の余白に学籍番号を記載すること。（参加費、登録料振込みの際も同様）


6 三月開催の学会出張については、２月末までに申請を行うこと。
＊教室内申し合せ＊




海外出張

※指導教員の実験実習費から支出されるので、事前に指導教員の許可を得ること
必要書類

· 出張願

記入例を参照し、以下のことを注意して両面印刷で使用のこと。

· 予算

指導教員の予算の実験実習費から支出されるので、事前に指導教員の許可を得ること。

· 出張者

職位・職名 →（学年、学籍番号を記入）

　氏名欄 → 出張者本人の氏名を記入する。氏名欄に押印を忘れないこと。

· 訪問先

　出張先の施設が概ね特定できればよい。町名・番地は不明なら省略可。

· 出張内容

　学会出張（学会名）及び研究出張（研究内容）

· 期間

出張期間を明記する。

· 利用交通経路・宿泊地

　使用交通機関が特定できるよう、詳細に記載する。列車名・便名については記入しなくてよい。「出発時刻・到着時刻」（おおよその時刻で可）「月/日」「出発地」「到着地」「利用交通機関」は必ず記入する。記入欄が足りない場合は『別紙参照』と記入し、別紙に詳細を記入してもよい。（必要事項が網羅されていれば書式は自由）

　金額（主に鉄道運賃）については事務所側で旅費支給規定に沿って算出するので、記入する必要はない。しかし、路線バス等の料金は算出が困難なため金額の記載を要する。事前にわからない場合は出張後速やかに金額を申告すればよい。

· 旅費支給内訳

　事務所にて算出・記入するため、空欄のままにしておくこと。

· 備考

　必ず「交通費実費と宿泊費を支給」という旨の文言を記入すること。

· 学会関係資料

· 学会プログラムの写し（または招待状）

学会名、場所、開催期間が分かる部分と、発表者名に学生の名前が明記されている部分のページのみでよい。なお、ホームページのプリントアウト等でも代用可。
· 参加費の金額が記載された資料

webページのコピーやメールのコピーなど、金額が確認できる書類。
· 参加費の領収証

領収証が事前に発行されない場合は学会終了後に提出。

· 宿泊費領収証

事前の提出が不可能な場合は出張後の提出でよい。提出がないと旅費の支給が出来ないので注意すること。また、大学生協等の「業者払い」の請求書でもよいが、その際には教室内申し合せに注意すること。
· 航空券領収証

交通費の領収証は原則不要だが、航空機を使用の際に限り搭乗券の半券と見積書と領収証が必要。事前に提出が不可能な場合は見積書で代用が可能。但し、必ず出張後に領収証を提出する。

○現地交通費（バス・電車等）
領収書、または金額明記のチケットを出張後に提出。
· 海外旅行傷害保険
保険料は自己負担となる。実験実習費からは支給できない

· 博士後期課程（DC）の学生について

DCの学生については、海外で開催される国際会議で論文発表を行う際に実験実習費とは別枠で大学からの旅費補助を受けることができる（国際会議論文発表補助費）。
但し、条件があるので詳細は下記ホームページを参照のこと。
http://www.waseda.jp/rps/fas/manual/index.html
＊その他、不明な点は事務所に問合せ、または下記ホームページを参照

http://www.waseda.jp/rps/fas/guide/procedure/travelling.html
諸注意

旅費の支給に関しては工研、および教室内の申し合せに従う。特に以下の規定に留意すること。

1 宿泊費は１泊上限7000円の実費とする。金額指定の場合は備考に記入。

ただし、上限金額以内、実費以下であれば、金額の指定ができる。（備考欄に記入。）
＊パックツアーを利用する場合は交通費と宿泊費を分けた明細書と共に見積書、請求書、領収証のいずれかを提出すること。但し、見積書の場合は後日必ず領収証を提出すること。

2 １人当たりの旅費支給額は、年間１０万円まで（国内・海外合算）とする。１０万円を超える分については自己負担となる。

院生については、指導教員の判断のもと10万円以上の支出を認める場合がある。
3 学会参加費（Registration Fee）、登録料については、旅費と合わせて１人年間10万円まで支給できる。但し、必ず指導教員の許可を得ること。

4 院生については、指導教員の判断のもと10万円以上の支出を認める場合がある。

5 カード払いで旅費・参加費を支払う場合、領収証（レシート）が発行できないときは、「立替経費清算書」に必要事項を記入し提出のこと。その際、清算書の注意書と補助資料の添付の欄も要確認。

6 ATMでの振り込み支払いの場合、明細の余白に学籍番号を記載すること。（参加費、登録料振込みの際も同様）


7 三月開催の学会出張については、２月末までに申請を行うこと。
＊教室内申し合せ＊



学生出張記入ガイド





（学会・研究出張）　





③行先までの距離





※上記取消し線の部分について


　2011年7月27日主任会「実験実習（演習）料の執行基準について」にて『学会年会費や食事代等の個人が負担すべきものは支出不可』との通達あり。2012年度から適用。





物理・応用物理学科　教室会議議事緑


【実験実習費使用用途について】（2007年1月18日議事録・4月1日より執行）


院生旅費について現在は学会参加のための出張（国内・外）のみだが、指導教員が認めれば、研究出張についても支出できる（一人年間上限10万円まで、1泊7000円上限、宿泊数分で算出）。さらに学部生についても院生と同様に支出できる。また、年会費、参加費についても上記の旅費を含めた合計が１０万円を超えない範囲で支出できる。（原則、学部生は年会費のみの支出は認められません。


【実験実習費使用上限について】（2011年9月29日議事録・10月3日より執行）


院生旅費については、指導教員の判断のもとに、10万円位の使用が認められる場合がある。





物理・応用物理学科　教室会議議事緑


【実験実習費使用用途について】（2007年1月18日議事録・4月1日より執行）


院生旅費について現在は学会参加のための出張（国内・外）のみだが、指導教員が認めれば、研究出張についても支出できる（一人年間上限10万円まで、1泊7000円上限、宿泊数分で算出）。さらに学部生についても院生と同様に支出できる。また、年会費、参加費についても上記の旅費を含めた合計が１０万円を超えない範囲で支出できる。（原則、学部生は年会費のみの支出は認められません。


【実験実習費使用上限について】（2011年9月29日議事録・10月3日より執行）


院生旅費については、指導教員の判断のもとに、10万円位の使用が認められる場合がある。





※上記取消し線の部分について


　2011年7月27日主任会「実験実習（演習）料の執行基準について」にて『学会年会費や食事代等の個人が負担すべきものは支出不可』との通達あり。2012年度から適用。








物理・応用物理学科　教室会議議事緑


【実験実習費使用用途について】（2007年1月18日議事録・4月1日より執行）


院生旅費について現在は学会参加のための出張（国内・外）のみだが、指導教員が認めれば、研究出張についても支出できる（一人年間上限10万円まで、1泊7000円上限、宿泊数分で算出）。さらに学部生についても院生と同様に支出できる。また、年会費、参加費についても上記の旅費を含めた合計が１０万円を超えない範囲で支出できる。（原則、学部生は年会費のみの支出は認められません。


【実験実習費使用上限について】（2011年9月29日議事録・10月3日より執行）


院生旅費については、指導教員の判断のもとに、10万円位の使用が認められる場合がある。





※上記取消し線の部分について


　2011年7月27日主任会「実験実習（演習）料の執行基準について」にて『学会年会費や食事代等の個人が負担すべきものは支出不可』との通達あり。2012年度から適用。
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